
1 

 

 

 

 

 

 

 

 
「英国 MASS の社会実装に向けた取組」 

〜 遠隔運航要員の育成について 〜 
                                                                                  
   ⽇本海難防⽌協会 ロンドン連絡事務所 所⻑ ⽴⽯ 良介 

１ はじめに 

2026 年 7 ⽉ 1 ⽇、国際海事機関（IMO）において、⾮強制の Maritime Autonomous 

Surface Ships Code（MASS Code）が発効しました。[1] 

MASS Code は、2026 年 5 ⽉の第 111 回海上安全委

員会（MSC 111）において決議 MSC.595(111)として

採択されたものであり、SOLAS 条約の適⽤を受ける貨物

船を対象として、設計、建造、運航、遠隔運航、通信、

サイバーセキュリティ、安全管理及び⼈的要素等につい

て、国際的に共通する安全上の枠組みを⽰すものです。

[2] 同コードは、具体的な仕様を定めるのではなく、達成すべき⽬標と機能要件を⽰す⽬標

指向型の⽂書であり、これを満たす⽅法は各国及び事業者に委ねられています。[1] 

現段階では⾮強制のコードであり、各国、船舶運航者、技術開発企業等が同コードを活⽤

しながら実証及び運⽤経験を蓄積し、その成果を将来の強制コードの策定につなげていく

こととされており、2032 年 1 ⽉ 1 ⽇の発効が⽬標とされています。[3] 

こうした国際的な動きと並⾏して、英国では、MASS Code の策定に関与するとともに、

国内において MASS の実証、規制対応及び遠隔運航要員（Remote Operator）の育成等が

進められてきました。[4] 

このような状況の下、2026 年 7 ⽉ 23 ⽇、当ロンドン事務所は SeaBot Maritime 及び

BMTを⾒学し、意⾒交換を⾏う機会を得ました。MASS の社会実装をめぐる論点は多岐に

わたりますが、本稿では、この⾒学を通じて確認した事項を踏まえ、遠隔運航に従事する要

員の育成及びその能⼒評価を中⼼に、英国における取組を概観します。 

 

 海外情報 
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２ 英国における MASS 規制の整備 

（１）MASS の運航が認められる仕組み 

英国では、IMO における MASS Code の策定と並⾏し、実際の運航に必要となる国内制

度の整備が、MCA を中⼼として進められてきました。[4] 船舶の安全な運航を確保するた

め、従来から、船体、機関及び設備の基準適合性に加え、船員の資格や安全管理体制など、

さまざまな要素について確認が⾏われてきました。 

しかし MASS では、従来船上の船員が担ってきた運航上の判断や操作の⼀部が、⾃律シ

ステム⼜は船外の要員に移ることとなります。このため、従来の安全確保の枠組みに加え、

こうした判断や操作を担う主体、その能⼒、さらに各主体間の連携をどのように評価するか

が新たな課題となります。遠隔制御を伴う類型では、船外の要員が遠隔操船所（Remote 

Operations Centre︓ROC）から運航に関与することとなります。本稿では、この場合にお

ける遠隔運航要員の育成及び能⼒評価を取り上げます。[5] 

英国では、MASS の認証について複数の経路が設けられています。⾰新的な技術を⽤いる

船舶については、MGN 664 に定める⼿続に基づき、案件ごとの個別審査を受ける経路があ

ります。[6] ⼀⽅、24 メートル未満の⼩型の遠隔運航無⼈船（Remotely Operated 

Unmanned Vessel︓ROUV）については、Workboat Code Edition 3 に基づく検査を受け、

証書の発給を受ける経路が設けられています。[4]これらの承認において重要となるのが、

事業者⾃⾝による安全性の⽴証です。事業者は、想定する運航⽅法、運航環境、⼈的・技術

的体制等を運航構想（Concept of Operations︓CONOPS）として⽰し、リスク評価等を通

じて当該運航の安全性を求められます。とりわけ ROUV では、船舶そのものの安全性だけ

でなく、遠隔運航を担う Remote Operator が必要な知識、機能及び経験を有していること

も、安全な運航を⽀える重要な要素となります。そこで問題となるのが、Remote Operator

にどのような能⼒を求め、その能⼒をどのように育成・評価するかです。 

（２）Remote Operator の能⼒に関する取組 

Remote Operator に求められる資格及び訓練基準については、⾮強制 MASS Code にも

配乗、訓練及び当直に関する規定が置かれていますが、具体的な資格要件や訓練基準につい

ては、今後の強制 MASS Code の策定過程において引き続き検討されることとなっており、

現時点で Remote Operator に関する強制的な国際基準は確⽴されていません。[2] 

こうした段階にあって、英国では、MGN 703 により Remote Operator に求められる知

識、技能及び経験について指針が⽰されており、これに沿った訓練について MCA による任

意認定（voluntary recognition）を受ける仕組みが運⽤されています。ただし、この枠組

みはWorkboat Code Edition 3 の対象となる ROUV等を念頭においたものであり、⼤型
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商船⼀般に適⽤されるものではありません。[5] 

また、この仕組みは、Remote Operator に固有の資格を新たに設けるものではありませ

ん。MCA は、Remote Operator が、STCW条約に基づく海技資格、英国王⽴ヨット協会

が発⾏する⼩型船舶の資格⼜はこれらと同等と認められる資格等、当該船舶を有⼈で運航

する場合に必要となる基礎的な資格・能⼒を有していることを前提としています。したがっ

て、Remote Operator 向けの訓練は、既存の資格を代替する独⽴した資格というよりも、

既存の海事資格を基礎として、遠隔運航に必要な追加的能⼒を⾝につけるための訓練とし

て捉えることができます。 

⼀⽅、英国の海事産業界では、「Maritime Autonomous Systems Regulatory Working 

Group（MASRWG）」が、⾃律運航システムの設計、運⽤、技能・能⼒等に関する実務指針

を策定しています。同指針⾃体に法的地位はありませんが、MCA を含む関係機関や産業界

の参加の下で継続的に改訂されており、制度が形成途上にある段階において、実務上の共通

認識を形成する役割を果たしています。[7] 

これらの取組に共通するのは、国際的な詳細基準が定まる前の段階から、⾏政が能⼒要件

を⼀⽅的に定めるのではなく、⺠間訓練の認定や産業界による実務指針の策定を通じ、実際

の運航及び訓練から得られる知⾒を能⼒要件の具体化につなげようとしている点です。 

我が国においても、国⼟交通省海事局が設置した⾃動運航船検討会等において、安全基準

や船員の教育訓練を含む制度整備が検討されています。⼀⽅で、公開情報を確認する限り、

英国の MGN703 及び voluntary recognition に相当するような、Remote Operator に求

められる能⼒を具体的に⽰し、その訓練を認定する独⽴した仕組みは現時点では確認でき

ません。[8] 

 

３ SeaBot Maritime 及び BMTの⾒学 

（１）⾒学概要 

2026 年 7 ⽉ 23 ⽇、英国における MASS 及び遠隔運航の実装状況を把握するため、BMT

のシミュレーションセンターを訪問し、SeaBot Maritime 及び BMT の担当者から、ROC

を活⽤した遠隔運航、Remote Operator 及び ROC Supervisor の訓練、シミュレーション

を⽤いた能⼒評価並びに安全性の⽴証に関する取組について説明を受け、意⾒交換を⾏い

ました。先⽅からは、SeaBot Maritime の Gordon Meadow⽒（Founder & CEO）、Henry 

Duffy ⽒（AI and Cyber Security）及び BMT Limited の Jesse Loynes⽒（Autonomous 

Systems Consultant）が出席しました。 

SeaBot Maritime は、遠隔運航及び⾃律運航に関する⼈材育成を主要な活動の⼀つとし
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ており、Remote Operator 及び ROC Supervisor に求められる知識、技能、⾏動及び判断

能⼒等を具体化し、これらを訓練・評価する取組を⾏っています。今回の⾒学では、BMTが

提供する ROC のシミュレーション環境を⽤いて、SeaBot Maritime が Remote Operator

及び ROCチームの訓練及び評価を⾏う仕組みについて説明を受けました。 

当⽇は、まずシミュレーション施設を⾒学し、船舶の位置、

針路、速⼒、映像、各種センサー情報を統合して遠隔運航を⾏

う ROCシミュレーション環境を確認しました。 

続いて、この環境を⽤いた ROC Supervisor訓練のデモン

ストレーションを受けました。通常運航に加え、通信障害、セ

ンサー故障、衝突のおそれ等を想定したシナリオを設定し、

Remote Operatorや ROCチームが状況を適切に認識・判断

し、必要な対応を⾏うことができるかを確認する訓練・評価⽅

法について、実演を交えて説明を受けました。 

その後の意⾒交換では、Remote Operator に求められる能⼒と従来の船員能⼒との関係、

複数船舶を監督する場合の業務負荷、AI との協働、通信途絶時の対応及びサイバーセキュ

リティ等について議論しました。 

（２）ROC 要員の育成 

SeaBot Maritime は、訓練の提供に先⽴ち、Remote Operator

及び ROC Supervisor に求められる知識、技能、⾏動及び判断

能⼒等を整理し、必要なコンピテンシーを体系化しています。そ

の上で、受講者が既に有する能⼒とのギャップを分析し、必要と

なる訓練内容を設定しています。 

同社の MASS Remote Operator trainingは、英国の規制枠

組みを踏まえて開発され、MCA の任意認定を受けて提供されて

います。当初の認定は MGN 703 の公表前に受けたものであり、

その後、同ガイダンスに照らした再評価を受けています。[9] 

訓練体系は、遠隔運航に共通して必要となる基礎的な知識・技能から、個別システムの操

作や具体的な任務への対応、さらに ROC における監督業務及び運航全体の管理へと、段階

的に能⼒を⾼める構成となっています。 

訓練では、遠隔運航、通信、センサー、航海、法規、安全管理、ヒューマンファクター、

AI 及びサイバーセキュリティ等を扱います。また、通常運航に加え、通信途絶、センサー

故障、衝突のおそれ等の異常事態を想定した訓練も⾏われています。 
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意⾒交換では、特に⼤型商船の遠隔運航を想定した場合、従来の船⻑や航海⼠が有する航

海・操船に関する知識・技能が引き続き重要となる⼀⽅、ROC では、複数の画⾯やセンサ

ーから得られる情報を統合した状況認識、通信途絶時の対応、AI との協働、サイバーセキ

ュリティへの対応、さらには複数船舶を監督する場合の業務管理等、船上とは異なる能⼒も

求められるとの説明がありました。 

SeaBot Maritime では、従来の船員が有する能⼒を基礎としつつ、遠隔運航に固有の能

⼒を追加する考え⽅を採っています。無⼈船を運航する事業者に対しては、船員や海洋技術

者を ROC 要員へ転換するためのリスキリング及びクロストレーニングも実施しています。 

⼀⽅、BMT からは、MASS の安全性について、船舶や通信設備等の技術的要素のみなら

ず、Remote Operator、ROC Supervisor、運航⼿順及び運航組織を含むシステム全体とし

て評価する必要があるとの説明がありました。シミュレーションは、こうした技術、⼈及び

運⽤の相互作⽤を確認し、安全性を検証する⼿段としても活⽤されています。 

なお、今回の意⾒交換において、SeaBot Maritimeからは、⽇本における MASS の⼈材

育成や Remote Operator の能⼒開発についても、今後協⼒が可能である旨の発⾔がありま

した。 

（３）IMO MASS Code を⾒据えた⼈材育成 

SeaBot Maritime によれば、同社の訓練及び能⼒評価の枠組みは、現在の英国の規制要

件への対応に加え、IMO における MASS Code の今後の発展も念頭に置いて構築されてい

ます。同社は、国際基準の具体化に先⾏して進められている英国での実運⽤に対応しつつ、

今後の IMO における検討に応じて、Remote Operator に求められる能⼒要件や訓練内容

を更新していく考えを⽰しています。 

特に重要な論点として挙げられたのが、⾃律度の⾼まりに伴う Remote Operator の役割

の変化です。Remote Operator には、単に遠隔から船舶を操船する能⼒だけでなく、⾃律

システムの能⼒と限界を理解し、その作動状況を監督するとともに、必要な場合には適切に

介⼊する能⼒が求められます。 

このため、Remote Operator の知識・技能に加え、どのような状況で⼈が判断・介⼊す

るのか、⾃律システムにどこまで判断を委ねるのか、また、その際の責任や権限をどのよう

に整理するのかといった、⼈と⾃律システムとの役割分担を具体化することも、今後の

MASS ⼈材育成における重要な論点となります。 

また、MGN 703 はWorkboat Code Edition 3 の対象となる⼩型 ROUVを念頭に置いた

暫定的なガイダンスです。今回の意⾒交換では、SeaBot Maritimeから、将来的により⼤

型の⾃律運航船にも対応するRemote Operatorの資格・能⼒に関する枠組みについてMCA
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で検討が進められている旨の説明がありました。 

なお、こうした論点の重要性は MASS の運航形態によって異なります。特に、運航上の

判断の⼀部⼜は全部を陸上の Remote Operator が担う場合には、⼈と⾃律システムとの役

割分担や介⼊権限が重要となる⼀⽅、船上の船員が引き続き最終的な意思決定を担う類型

では、求められる能⼒や責任の整理も異なるものとなります。 

 

４ 英国における規制と実装 

MGN 703 に基づく訓練の任意認定や MASRWG による実務指針の策定にみられるよう

に、英国では、規制の形成と現場における実装とが相互に関連しながら進められています。 

MCA 等の政府機関は、安全基準や規制の枠組みを形成するとともに、MGN 664 に基づ

く個別審査や Remote Operator 向け訓練の任意認定等を通じ、事業者が新技術を実証し、

規制への適合を確認しながら実運航へ移⾏するための経路を整備しています。 

⼀⽅、SeaBot Maritime や BMT 等の⺠間主体は、ROC、シミュレーション、Remote 

Operator の訓練及び能⼒評価、安全性の検証等を通じて、規制上の要求を具体的な技術、

⼈材及び運⽤能⼒へ落とし込んでいます。 

SeaBot Maritime は、MCA の任意認定を受けた訓練を提供するとともに、MASRWGに

も参画しており、CEO の Gordon Meadow⽒は People, Skills and Ethics Committee の

議⻑を務めています。[10] このため、同社は、完成した規制に対応して訓練を提供するだ

けでなく、新たな運航概念や規制上の要求を具体的な能⼒要件、訓練及び評価⼿法へ展開し、

その過程で得られた産業側の知⾒を今後の技能・能⼒基準の検討へ還元する役割も担って

います。 

このように英国では、政府が制度的な枠組みと実装への経路を整備し、産業界が技術、⼈

材及び運⽤能⼒を具体化するとともに、両者の継続的な対話を通じて、規制の形成と実装と

を相互に結び付けながら MASS の社会実装を進めているとみることができます。 

 

５ まとめ 

MASS Code により、⾃律運航船の安全確保に関する国際的な共通の枠組みが⽰されまし

た。もっとも、同コードは拘束⼒を有しないため、その原則や要件が実際の運航にどのよう

に具体化されるかは、各国の制度及び運⽤を通じて形作られていくことになります。 

英国の取組は、その具体化の⼀つの⽅法を⽰しています。国際的な資格基準が確⽴されて

いない段階において、暫定的な指針により Remote Operator に求められる能⼒を⽰し、こ

れに沿った⺠間の訓練を任意に認定するとともに、産業界⾃⾝が策定する実務指針も活⽤
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するという⽅法です。⼀⽅、我が国では現時点で、船員法及び海技資格の既存の枠組みを基

礎としつつ、乗組み体制や教育訓練等を含めた検討が進められています。どのような制度設

計が適切かは、各国の海事産業の構造や対象となる船舶、運航形態等によって異なり得ます。 

今後の強制 MASS Code の策定は、⾮強制コードの下で蓄積される運⽤経験を踏まえて

進められることとされており、各国の制度運⽤や実証を通じて得られる知⾒は、将来の国際

基準の検討において重要な材料となります。英国の現在の経験は、主として無⼈ワークボー

トを中⼼とするものであり、MASS Code が主として想定する SOLAS 適⽤船とは対象範囲

を異にします。しかし、Remote Operator に求められる能⼒を具体化し、それを訓練及び

評価・認定へ結び付けるという制度上の課題は、より⼤型の船舶においても共通して⽣じ得

ます。 

今後の強制 MASS Code の検討においては、Remote Operator 等に求められる能⼒要件

をどの程度まで国際的に共通化するのか、また、既存の STCW条約に基づく海技資格や船

員制度とどのように関係付けるのかが重要な論点の⼀つになると考えられます。本稿で確

認した英国の取組は、こうした国際的な検討に先⾏して、能⼒要件、訓練及び認定を実際の

運⽤の中で具体化しようとする⼀つの実例として位置付けることができます。 

 

（⽇本海難防⽌協会ロンドン事務所⻑ ⽴⽯良介） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セントポール⼤聖堂屋上からテムズ川を眺める 
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